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川崎市におけるビッグデータを活用した
交通最適化とカーボンゼロの実現に向けた実証事業

ソフトバンク株式会社
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事業の概要
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事業の概要（事業の目的、対象課題）

公共交通への転換による

持続可能な地域交通環境の向上

脱炭素戦略の推進に資する

定量的な指標のモデル構築

携帯基地局データを活用した交通動態の把握及び交通に伴うCO2排出量推計モデルを構築し、

川崎市の地域公共交通の活性化と脱炭素社会の実現に向けた取り組みの両立を目指す

地域交通に関する課題 脱炭素に関する課題

公共交通の利用が減少する中、

転換ポテンシャルが把握できていない

道路交通量は多いものの、

その排出量を定量的に示す指標はない
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事業の概要（対象地域）

対象エリア 特徴

1
都心部

(川崎区)
昼間人口が高い就業地

（川崎駅など）

2
低層住宅地域

(麻生区) 
夜間人口が高いベッドタウン

（新百合ヶ丘駅など）

3
市街地

(中原区～高津
区)

①と②双方の要素を持つ

（武蔵小杉駅や溝の口駅など）

川崎市内の地域・交通環境の特性が異なる3エリアを選定して実証事業を実施
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事業の概要（事業体制）

事業主体

実証フィールドの提供、
行政施策検討/実施、バスODデータ等取得

事業計画の遂行、携帯基地局データ取得、
各種データ整理、報告書作成

分析手法の検討、データ分析、
分析レポート作成、交通施策の検討支援

携帯基地局データ提供のSoftBank、川崎市の交通計画策定に携わる東海大学の連携体制により、

データ分析だけでなく川崎市のエリア特性も十分に理解したメンバーで川崎市と共に業務を遂行
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事業の概要（活用手法）
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解決を目指す課題の概要
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解決を目指す課題の概要と課題解決の仮説

携帯基地局データ・各種統計調査・バス

ODデータ等を用いた交通動態の推計を行

い、転換可能なポテンシャルを把握、持続

可能な地域交通環境の向上を目指す

推計した道路交通によるCO2排出量と、

公共交通へ転換可能な移動量からCO2排出

量の削減ポテンシャルを推計、脱炭素戦略

の推進に資する定量的な指標のモデル構築

を行う

公共交通への転換による持続可能な地域交通環境の向上および脱炭素戦略の推進の両立

課題 課題解決の仮説

地
域
交
通

脱
炭
素

昨今のコロナ禍において、新たな生活様式

の浸透等によって公共交通の利用者数が従

前と比較して減少傾向にあり、路線バス等

公共交通の利用者はコロナ前の水準には戻

っていない。

また、既往の交通量調査では、調査サイク

ルの長さ※から現状を十分に把握出来てお

らず、公共交通への転換についてそのポテ

ンシャルが的確に捉えられていない。

※市が保有する交通調査：パーソントリップ調査(HH30年)、道路交通センサス(H27年)

交通分野においては、川崎市の交通動態の

特徴として道路交通量が多く、それによる

CO2の排出が相応に多いとの認識はある

ものの、どの程度の排出量があるかを定量

的に示すデータが取得できていない。その

ために具体的なCO2排出量の削減につな

がる施策の立案が難しく、また市民や市内

の企業と連携した取り組みにおいても定量

的な目標値や共通理解をもって進められて

いない状況にある。
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実証実験の取組内容
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実証実験の取組内容(使用データの概要)

ソフトバンクの基地局位置情報データに交通手段判定等の技術を加えた

人流統計サービス「全国うごき統計」を活用

収集データ

・携帯基地局データ「全国うごき統計」
ソフトバンクの基地局位置情報データに交通手段判定等の技術を加えた人流統計サービス
「全国うごき統計」を活用する。https://www.softbank.jp/biz/services/analytics/ugoki/

データの特徴

ソフトバンク「全国うごき統計」の特徴は下記の通り。

【網羅性】日本全国、24時間365日の人々の動態を取得可能

【機能性】従来の基地局データでは把握できなかった交通手段を判定

【信頼性】ソフトバンク保有の膨大な位置情報と統計データ補正により、全人口の動態を高精度に把握

データ採用
理由

・数千万台の携帯端末から取得したデータを基にして全人口の移動の推計が可能である。

・交通手段ごとの移動を分析することが可能なため、本事業に適している。

・性別、年代、居住地等の正しい属性情報を保有しており統計調査・アンケート等他調査との組み合わせが容易である。

<サービスイメージ> <交通手段判定ロジック>

https://www.softbank.jp/biz/services/analytics/ugoki/
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実証実験の内容

<実証内容>

交通手段判別が可能な携帯基地局データを用いた移動データを、

各種統計データ・バスODデータ等により補正し、各エリアの交

通手段毎の移動動態を精緻に分析する。

携帯基地局データ及びバスODデータ等を
用いた交通動態の推計

分析1 CO2排出量の推計およびCO2排出削減
ポテンシャルの推計モデル構築

分析2

分析１で得られた各エリアの交通手段別移動量、移動距離から

CO2排出量を推計する。移動を目的地別に整理することで、

公共交通へ転換可能な移動量を取得し、CO2排出量削減ポテンシ

ャルを推計するモデルを構築する。

川崎市内の交通動態を精緻に分析し、各エリアのCO2排出量及びCO2排出量の削減ポテンシャルを推計
補足的に市民アンケートを行い、効果的な行政施策・課題解決手法の検討へ活用

市民アンケート実施

・環境への意識調査 / 行動変容のポテンシャル測定

・本事業で構築した推計データに対する評価
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分析手法詳細と分析結果

(課題解決方策の検討結果も含む)
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分析手法の詳細

<分析１：携帯基地局データ/バスODデータ等を用いた交通動態の推計>

携帯基地局データ及び各種統計調査（パーソントリップ調査、道路交通センサス等）、既往調査（川崎市バスODデータ））を用いて、

詳細な交通手段別・車種別の移動量の推計を行う。

交通動態
の推計
イメージ

・交通手段別の移動量の推計
①携帯基地局データによる移動量及び交通手段分担の把握

対象3エリアにおける移動量及び交通手段分担（鉄道/道路利用)を整理

②パーソントリップ調査・道路交通センサス等による交通手段分担の補正
①の道路利用の移動量に対して、パーソントリップ調査の都市部の距離別交通手段分担率の指標を用いて、自動車/バス/自転車/徒歩等に補正して移動量を推計

③（都心部エリア）川崎市バスODデータによるバス利用者数の補正
②の交通手段分担に対して、様々な移動手段が使われている都心部については、川崎市バスODデータで補正して移動量を推計



CO2排出量
の推計
イメージ
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分析手法の詳細

<分析２：CO2排出量の推計/CO2排出削減ポテンシャルの推計モデル構築>

交通手段別の移動量と移動距離から、各エリアのCO2排出量を推計する。さらに公共交通への転換が可能な移動を抽出し、

それによるCO2排出削減量のポテンシャルを推計するモデルを構築する。

・交通手段別移動量によるCO2排出量の推計
①各エリアのCO2排出量を推計

環境省の定める「運輸部門CO2排出量推計データ（CO2排出係数）」を用いて、エリアの交通手段別移動量×移動距離からエリアにおけるCO2排出量を推計
CO2排出量の原単位である 鉄道17(g-co2/人km)、バス57(g-co2/人km)、自動車130(g-co2/人km) を利用し、交通手段別移動量、移動距離を掛け合わせて、
各OD間の交通手段別のCO2排出量を計算

交通手段 移動人数 移動距離 CO2排出係数
エリアの

CO2排出量

都心部

エリア

鉄道 100人 20km

×

17g-CO2/人/km

= 240t
バス 150人 10km 57g-CO2/人/km

自家用車 200人 15km 130g-CO2/人/km
自転車/徒歩 150人 3km ー

低層

住宅地域
エリア

鉄道 150人 25km

×

17g-CO2/人/km

= 220t
バス 100人 15km 57g-CO2/人/km

自家用車 250人 20km 130g-CO2/人/km
自転車/徒歩 100人 3km ー

市街地

エリア

鉄道 200人 20km

×

17g-CO2/人/km

= 210t
バス 150人 10km 57g-CO2/人/km

自家用車 200人 10km 130g-CO2/人/km
自転車/徒歩 150人 3km ー



CO2排出削減
ポテンシャル

の推計
イメージ
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分析手法の詳細

・CO2排出削減ポテンシャルの推計
①対象エリアから利用可能な公共交通手段・路線を定義

対象エリアを通過する鉄道網・バス路線網を、転換が可能な公共交通手段・路線として定義

②公共交通で代替可能なエリアを設定
各路線の駅やバス停等からの距離により、鉄道駅から500m圏内、バス停から300m圏内を、自動車利用から公共交通機関へ転換可能なエリアとして設定

③設定した代替可能なエリアを目的地とする移動量からCO2排出削減ポテンシャルを推計
対象エリアからの自動車移動のうち、設定した公共交通で代替可能なエリアを目的地とする移動量から、公共交通に転換した場合のCO2排出削減ポテンシャルを推計

<分析２：CO2排出量の推計/CO2排出削減ポテンシャルの推計モデル構築>

交通手段別の移動量と移動距離から、各エリアのCO2排出量を推計する。さらに公共交通への転換が可能な移動を抽出し、

それによるCO2排出削減量のポテンシャルを推計するモデルを構築する。



15

分析結果（交通ネットワークの作成）

対象地域の設定(500mメッシュ) 公共交通機関への転換可能ゾーン

・国土数値情報の道路網/バス網/鉄道網データを利用して交通ネットワークを作成

・鉄道駅から500m圏内、バス停から300m圏内を自動車利用から公共交通機関へ転換可能と設定

※メッシュ面積に対する転換可能面積の割合から、OD量を算出

※転換量の算出においては、WEBアンケート結果をもとに、各地区の自動車利用から公共交通機関への転換の意向割合を考慮

鉄道網（鉄道駅500m圏域）

バス網（バス停300m圏域） 道路網
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分析結果（対象3地区全体）

<対象3地区の交通手段別の発生・集中交通量>

・平日の自動車の分担率は、麻生区では、約５０％で他地区の約２倍

・鉄道の分担率は、中原区・高津区では１３％で他地区より約５％高い

・バスの分担率は川崎区が３％で他地区の約３倍である

・休日は平日とほぼ同様の傾向にあるが、麻生区では、自動車の分担率が

平日より６～８％低く、徒歩/自転車が６～９％高い

<対象3地区の交通手段別の発生・集中交通量>

・平日の自動車の分担率は、麻生区では、約５０％で他地区の約２倍

・鉄道の分担率は、中原区・高津区では１３％で他地区より約５％高い

・バスの分担率は川崎区が３％で他地区の約３倍である

・休日は平日とほぼ同様の傾向にあるが、麻生区では、自動車の分担率が

平日より６～８％低く、徒歩/自転車が６～９％高い

<対象3地区の交通手段別の二酸化炭素排出量・削減量>

・各区の全交通手段の二酸化炭素排出量は約210t～240tの排出量

・転換可能な自動車交通量が全て転換した場合の最大可能削減量

└ 中原区・高津区、麻生区では８１～８２％

└ 川崎区では７８％と他地区と比べ、３～４％低い

└ アンケート調査による転換意向を考慮した削減量は２３～２７％

└ 麻生区は２３％で他地区と比べ、２～４％低い

<対象3地区の交通手段別の二酸化炭素排出量・削減量>

・各区の全交通手段の二酸化炭素排出量は約210t～240tの排出量

・転換可能な自動車交通量が全て転換した場合の最大可能削減量

└ 中原区・高津区、麻生区では８１～８２％

└ 川崎区では７８％と他地区と比べ、３～４％低い

└ アンケート調査による転換意向を考慮した削減量は２３～２７％

└ 麻生区は２３％で他地区と比べ、２～４％低い

3地区の日平均トリップ交通量（平日/休日）

3地区の二酸化炭素排出量・削減量（平日/休日）

分析対象である川崎市内3地区の日平均トリップ交通量、CO2排出量/削

減量の分析結果は以下の通り。

➢麻生区は公共交通機関の利用可能性は高いが、低層の住宅地が拡がる

ため自動車の保有率が高く、自動車利用の依存度が高いため、公共交

通機関への転換のハードルが高いと思われる。

➢麻生区は公共交通機関の利用可能性は高いが、低層の住宅地が拡がる

ため自動車の保有率が高く、自動車利用の依存度が高いため、公共交

通機関への転換のハードルが高いと思われる。
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分析結果（対象地域における傾向）
・川崎駅/武蔵小杉駅周辺の自動車利用者数が多いメッシュには、川崎市内でも有数の大型商業施設が主要駅付近に立地しており、

当該施設への移動手段として自動車が多く利用されている。

・麻生区では鉄道駅から離れた地域のほか、小田急多摩線沿線でも自動車分担率が比較的高いメッシュがある。

●自動車利用者数（発生）（平日） ●自動車利用者数（発生）（休日）

●自動車利用割合（発生）（平日） ●自動車利用割合（発生）（休日）
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分析結果（主要施設エリア）

・川崎駅周辺は交通量が多く鉄道35%・バス4%と他エリアに比べて公共

交通の分担率が高い

・武蔵小杉駅周辺は徒歩/自転車の分担率が約60％と高いが、鉄道の分担

率も約25%と高い

・新百合ヶ丘駅周辺は自動車の分担率が26-28％と他地区に比べ高く、

鉄道の分担率が5-15％程度低い

・新百合ヶ丘駅周辺は、平日と休日は鉄道はほぼ同じ値だが、バス/徒歩/

自転車が平日比で5倍程度多い

・川崎駅周辺は交通量が多く鉄道35%・バス4%と他エリアに比べて公共

交通の分担率が高い

・武蔵小杉駅周辺は徒歩/自転車の分担率が約60％と高いが、鉄道の分担

率も約25%と高い

・新百合ヶ丘駅周辺は自動車の分担率が26-28％と他地区に比べ高く、

鉄道の分担率が5-15％程度低い

・新百合ヶ丘駅周辺は、平日と休日は鉄道はほぼ同じ値だが、バス/徒歩/

自転車が平日比で5倍程度多い

主要施設エリアの日平均トリップ交通量（平日/休日）

主要施設エリアの二酸化炭素排出量・削減量（平日/休日）

川崎市において具体的な施策検討を行うために、各区の中でも特徴の出

やすい主要な施設においても分析を行う。

➢川崎駅周辺、武蔵小杉駅周辺では鉄道の分担率が高く、広域からの集

客が見られる。

➢新百合ヶ丘駅では休日の交通渋滞を回避するため、公共交通や徒歩/自

転車の利用が増加していると思われる。

➢川崎駅周辺、武蔵小杉駅周辺では鉄道の分担率が高く、広域からの集

客が見られる。

➢新百合ヶ丘駅では休日の交通渋滞を回避するため、公共交通や徒歩/自

転車の利用が増加していると思われる。

川崎駅周辺 武蔵小杉駅周辺 新百合ヶ丘駅周辺
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分析結果（鉄道沿線エリア）

・平日と休日とも、小田急多摩線沿線より南武線沿線の方が鉄道分担率が

約2倍以上高い。

・Webアンケートを考慮したCO2排出削減割合でみると、小田急線沿線は

平日24％/休日20％-24%に対して、南武線沿線は平日30％/休日29%

と、南部線沿線の方が高い。

・平日と休日とも、小田急多摩線沿線より南武線沿線の方が鉄道分担率が

約2倍以上高い。

・Webアンケートを考慮したCO2排出削減割合でみると、小田急線沿線は

平日24％/休日20％-24%に対して、南武線沿線は平日30％/休日29%

と、南部線沿線の方が高い。

鉄道沿線エリアの日平均トリップ交通量（平日/休日）

鉄道沿線エリアの二酸化炭素排出量・削減量（平日/休日）

小田急多摩線沿線の自動車分担率が他鉄道沿線と比較して高かったため、

小田急多摩線沿線（麻生区）と南部線沿線（中原区・高津区）の

２地区の比較を行う。

➢平日、休日ともに麻生区での自動車利用をどのように公共交通に転換

していくかが課題であると言える。

➢平日、休日ともに麻生区での自動車利用をどのように公共交通に転換

していくかが課題であると言える。

小田急多摩線沿線 南部線沿線
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課題解決方策の検討結果

分析結果より、都心部（川崎区）と市街地（中原区～高津区）は似た特性を持っていることが判明

「①都心部（川崎区）及び市街地（中原区～高津区）」と「②低層住宅地域（麻生区）」の２つの地域に分けて課題解決方策を検討

①都心部及び市街地 ②低層住宅地域

分析結果から

導かれた課題

・両エリアには主要駅付近に大型商業施設が立地

・当該施設への移動手段として自動車が多く利用

・公共交通の利便性が高く、公共交通へ転換しやすい

大型商業施設への移動手段として、自動車を利用し

ている市民の行動変容を促すことが必要

・鉄道沿線でも自動車分担率が高いメッシュがある
※一般的には鉄道に近い地域では自動車分担率は減少

自動車分担率が高い要因を調査し、取組を進めるこ

とが必要

課題の解決方策

・アンケート結果では適切な情報提供により公共交通

へ利用転換できる可能性あり

・公共交通に置き換えられる外出として「買物」を

選択した市民が多い

大型商業施設と連携した啓発活動により、市民の行

動変容を促すことができるものと考えられる

・自動車の利用用途を「送迎」と回答している市民の

割合が多い
※新百合ヶ丘駅の駅前は地域特性で送迎のための自動車が集中

既存の路線バスやタクシーとあわせてデマンド交通

等の新たな交通手段を活用して送迎需要に対応する

ことで自動車利用の削減に繋がるものと考えられる

CO2削減量と

その効果

「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」における

削減目標の約5.9％

「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」における

削減目標の約4.9％
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検証結果に対する考察

検証が上手くい
った点

・最新の交通動態の把握
携帯基地局データを活用することにより、最小500mメッシュ単位の粒度、平日休日などの交通手段別の移動量の把握

が可能であり、地域ごとの交通手段分担の特徴も把握できる。

最新の交通動態を全国網羅的、時系列的に把握できることから本検証に有用なデータであると評価できる。

・CO2排出量の推計とエリア毎の削減ポテンシャル把握
携帯基地局データを基に既往の統計データ及び実際のバスODデータ等により補完することで、交通手段別の移動距離

からCO2排出量の推計が可能となる。また、小地域メッシュ単位のため、施設周辺エリアなどを特定した推計が可能と

なる。その結果をエリア毎に集計することでCO2排出量削減のポテンシャルを把握し、各エリア特有の課題の抽出や注

力地域の選定など、効果的な施策立案に期待ができるものと評価できる。

検証が上手く
いかなかった点

・川崎市臨海部における通勤等の動態分析
川崎市の交通特性として、臨海部における就業者のマイカー通勤や物流事業者等の貨物車両/大型車の移動が多いこと

が挙げられる。

今回の事業においては、交通渋滞が発生しやすい臨海部の特徴を可視化したかったが、日当り移動量の分析までしか行

えず、ピーク時間帯の分析まで至れなかったことから、今後、時間帯に着目した分析手法など、地域特性に応じた詳細

なデータ分析の検討が課題である。

検証後明らかに
なった課題

・移動速度等の他要素の検討
CO2排出量の推計では、交通手段別の移動距離のみを利用したが、渋滞等による移動時間も関係することから、それら

の検討も課題である。
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本事業の結果を踏まえた

今後の活動予定について
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本事業の結果を踏まえた今後の活動予定について

<次年度以降の活動予定>

● 公共交通へ利用転換及びCO2排出量削減に向けた啓発活動の実施

○ 今回の事業により得られた分析結果を用いて、大型商業施設等と連携した啓発活動を実施し、

市民の行動変容を促す。また、地域特性に応じた代替交通手段の導入などによる自動車から公共交通

への転換を促進する施策の検討を行う。

● 施策実施後の効果検証

○ 上記の施策実施後、再度今回と同様の手法で移動量やCO2排出量を推計することにより、施策の効果検証を行う。

○ 検証結果に応じて、より効果的な施策となるよう見直しを行う。

● 対象3エリア以外への波及

○ 今回は対象としなかった幸区、宮前区、多摩区についても、本事業で構築したモデルを基に分析を行うなど

取り組みの波及を目指す。

● 本事業構成員によるPR活動

○ 今回の事業により得られた知見及び分析結果について、川崎市・東海大学・ソフトバンク各々での対外的な

PR活動を行う。
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